
ハザード

災害予防 直前対策 被災後対応

⑧計画立案

⑨広報

⑩総合

資料１-2
＜文字色の凡例＞

黒字：防災行政概要に元々記載されていた項目
赤字：防災行政概要に第３回検討会以降追加した項目

青字：防災行政概要と構造化表に追加した項目
緑字：防災行政概要（12月8日時点）に掲載が無い項目

復旧復興災害応急対策

発災直後の対応
救助・救急、医療

及び消火活動
被災者支援、
被災地支援

＜防災活動＞

・危機管理総論 ・災害における主な被害と対策 ・防災活動の流れ ・防災対応の３原則 ・災害発生過程を学ぶ演習

③
訓
練
企
画

＜防災活動＞

・地域の復旧・復興の基本
方向の決定

・迅速な原状復旧の進め方
※激甚災害法のみ掲載

・計画的復興の進め方

・被災者等の生活再建等の
支援

・被災中小企業の復興その
他経済復興の支援

＜復旧＞

・被災施設の復旧等

・災害廃棄物の処理【法・知】

＜復興まちづくり＞

・地域の復旧・復興の基本方
向の決定【法・知】 ※激甚
災害制度のみ掲載

・復興計画の作成【法・知】

・防災まちづくり

＜経済復興＞

・被災中小企業の復興、その
他経済復興の支援

＜防災活動＞

・発災直後の情報の収集・連
絡及び活動体制の確立

⑤
物
資
物
流
・広
域
行
政

＜広域行政＞

・広域的な応援体制【法・知】

・自衛隊の災害派遣【法・知】

・国における活動体制【法・
知】

＜防災活動＞

・災害の拡大・二次
災害の防止及び
応急復旧活動

・緊急輸送のための
交通の確保・緊急
輸送活動

＜防災活動＞

・避難収容及び情報提供活動

・物資の調達、供給活動

・自発的支援の受入れ

④
警
報
避
難

＜災害情報の収集・連絡＞

・通信手段の確保【法・知】

・災害情報の収集・連絡【法】

＜警報＞

・警報等の伝達【法・知】

・災害情報の収集・連絡

＜避難誘導・避難収容＞

・住民等の避難誘導【法・知】

・避難収容の実施【法】

⑥
避
難
収
容
・被
災
者
支
援

＜広域行政＞

・国民等からの義援物資、
義援金の受入れ

＜物資調達＞

・物資の調達、供給活動
【法・知】

＜緊急輸送＞

・交通の確保・緊急輸
送活動の基本方針
【法・知】 ※交通の
確保のみ掲載

・交通の確保【法・知】

・緊急輸送【法・知】

・緊急輸送のための燃
料の確保

⑦
復
旧
復
興

①
防
災
基
礎

＜防災活動＞

・国土の特徴と災害

＜災害特性＞

・災害発生メカニズム「地震災害・津波
災害」

・災害発生メカニズム「風水害」

・災害発生メカニズム「火山災害」

・災害発生メカニズム「その他」

・過去の自然災害（地震災害・津波災
害）

・過去の自然災害（風水害）

・過去の自然災害（火山災害）

・災害事例（その他）

＜防災活動＞

・事故災害の予防

・国民の防災活動の促進

・事故災害における再発防止対策の実
施

・迅速かつ円滑な災害応急対策、災害
復旧・復興への備え

＜法律・計画＞

・災害法体系

・防災計画

・受援計画

＜防災活動＞

・災害発生直前の対策

②
減
災
対
策

＜避難の受入れ＞

・帰宅困難者対策【法・知】

＜医療・保健・福祉＞

・避難行動要支援者【法】 ※

・要配慮者への配慮【知】 ※

※「2.災害予防」の章に掲載

＜生活支援＞

・被災者等への的確な情報
伝達活動【法・知】 ※P55
「避難所運営体制整備」の
一部として掲載

＜医療・保健・福祉＞

・医療活動【法・知】

・保健衛生【法】

＜生活支援＞

・孤立化・孤立集落等
への対応

＜避難の受入れ＞

・避難所【法・知】

・広域一時滞在【法・知】

＜医療・保健・福祉＞

・福祉避難所の設置 ※

・ご遺体の対応等【法・知】

・民生支援 ※

＜生活支援＞

・応急仮設住宅【法・知】

・在宅支援・施設避難 ※

※P55「避難所運営体制整
備」の一部として掲載

＜生活支援＞

・被災者等の生活再建等の
支援【法・知】

＜物資調達＞

・（備え）物資の調達、供給活動関係

＜緊急輸送＞

・（備え）緊急輸送活動関係

＜復旧＞

・（備え）災害復旧・復興

・（備え）災害の拡大・二次災害防止及
び応急復旧活動関係

＜災害情報の収集・連絡＞

・(備え)災害発生直前対策

＜避難誘導・避難収容＞

・避難収容及び情報提供活動関係の
備え

＜訓練理論・事例＞

・防災関係機関等の防災訓練の実施
【法・知】

・防災知識の普及、訓練

＜訓練企画＞

・防災知識の普及、訓練【知】

＜訓練評価・検証＞

・防災知識の普及、訓練

＜被害予測、被害軽減、多様な主体に
よる減災、住民啓発＞

・「災害予防」に関する災害対策基本法
の規定【法】

＜多様な主体による減災、住民啓発＞

・「自助・共助・公助」の考え方

＜被害予測＞

・被害想定の活用

・ハザードマップの活用 ※洪水ハザー
ドマップのみ掲載

＜被害軽減＞

・各省庁の減災対策

・耐震補強

＜多様な主体による減災＞

・地区防災計画【法・知】

・（備え）ボランティア・市民活動【法・知】

・（備え）企業防災と企業BCM【法・知】

・（備え）自主防災活動

＜住民啓発＞

・防災思想の普及、徹底活動【法】

・国民の防災活動の環境整備

・住民啓発・防災教育

・災害教訓の伝承

＜行政のＢＣＭ＞

・（備え）行政の事業継続マネジメント
【法・知】

＜避難の受入れ＞

・災害救助法【法】

＜医療・保健・福祉＞

・災害救助法【法】

＜生活支援＞

・災害救助法【法】

＜項目の末尾の文字の凡例＞
【法】：構造化表の「活動の前提」にあたる項目
【知】または無印：構造化表の「知識」にあたる項目

※ なお、構造化表の「技能」にあたる項目は、防災行政
概要で教えるべき範囲外のため掲載していない。

＜多様な主体による減災＞

・企業防災と企業BCM

＜多様な主体による減災＞

・ボランティア・市民活動

＜多様な主体による減災＞

・自主防災活動

＜行政のＢＣＭ＞

・行政の事業継続マネジメント

構造化表の学習内容の整理（コース別・フェーズ別）
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